
附 属 明 細 書
当事業年度の附属明細書は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成22年３月24日最終改訂 文部科学省 日本公認会計士協会）の様式に基づき作成してお
ります。
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定資産（特
定償却資産）

建 物 9¶858¶150¶355 59¶280¶410 ` 9¶917¶430¶765 5¶021¶324¶404 441¶743¶693 ` ` ` 4¶896¶106¶361

構 築 物 1¶556¶109¶107 101¶257¶354 424¶301 1¶656¶942¶160 900¶943¶819 55¶359¶356 ` ` ` 755¶998¶341

工 具 器 具 備 品 653¶898¶217 ` ` 653¶898¶217 497¶438¶119 50¶730¶657 ` ` ` 156¶460¶098

図 書 3¶790¶086 ` ` 3¶790¶086 ` ` ` ` ` 3¶790¶086

船 舶 6¶403¶288¶319 12¶218¶673 313¶118 6¶415¶193¶874 5¶557¶414¶750 679¶747¶338 ` ` ` 857¶779¶124

計 18¶475¶236¶084 172¶756¶437 737¶419 18¶647¶255¶102 11¶977¶121¶092 1¶227¶581¶044 ` ` ` 6¶670¶134¶010

有形固定資産（特
定償却資産以外）

建 物 661¶660¶401 21¶883¶928 ` 683¶544¶329 97¶940¶543 40¶152¶252 ` ` ` 585¶603¶786

構 築 物 192¶340¶680 9¶734¶495 ` 202¶075¶175 32¶111¶622 13¶262¶091 ` ` ` 169¶963¶553

工 具 器 具 備 品 3¶184¶578¶039 527¶710¶040 438¶644¶823 3¶273¶643¶256 2¶002¶310¶700 490¶588¶474 ` ` ` 1¶271¶332¶556

図 書 926¶021¶900 19¶506¶210 1¶327¶662 944¶200¶448 ` ` ` ` ` 944¶200¶448

船 舶 20¶994¶475 7¶094¶570 ` 28¶089¶045 12¶532¶388 5¶002¶329 ` ` ` 15¶556¶657

車 両 運 搬 具 17¶045¶410 1¶856¶610 ` 18¶902¶020 16¶936¶975 51¶572 ` ` ` 1¶965¶045

計 5¶002¶640¶905 587¶785¶853 439¶972¶485 5¶150¶454¶273 2¶161¶832¶228 549¶056¶718 ` ` ` 2¶988¶622¶045

非 償 却 資 産 土 地 88¶358¶059¶521 ` ` 88¶358¶059¶521 ` ` ` ` ` 88¶358¶059¶521

美術品・収蔵品 911¶923¶867 4¶925¶550 ` 916¶849¶417 ` ` ` ` ` 916¶849¶417

建 設 仮 勘 定 16¶257¶673 251¶743¶965 267¶043¶324 958¶314 ` ` ` ` ` 958¶314

計 89¶286¶241¶061 256¶669¶515 267¶043¶324 89¶275¶867¶252 ` ` ` ` ` 89¶275¶867¶252

平
成

™
š
年

˜
—
月

™
›
日
月
曜
日

(
号
外
第

™
™
 
号
)

官
報

（注１） 金融商品の時価の算定方法

\ 投資有価証券及び有価証券

これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。

] 現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

^ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（賃貸等不動産関係）
当法人は、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総
額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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